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1.教育達成過程のリアリティ
教育機会の長期的趨勢に関するこれまでの研究は、戦後の大幅な教育拡大にも拘わらず、出身階
層による格差がほとんど変化していないことを報告してきた（尾嶋 1990；荒牧 2000など）。この場
合に問題とされてきたのは、主として「特定学歴」や「教育年数」の達成における格差が、全体と
して平等化したか否かであり、言わば抽象レベルの高い話であったと言える。こうしたアプローチ
は、社会構造の不平等度の認定や、その国際比較、あるいは社会変動との対応関係に関する理論の
検討等といった目的には有効であると考えられる。しかしながら、結果として得られた学歴分布に
認められる不平等が、いかなるメカニズムによって形成されたのかを理解しようとする場合には、
抽象度を少し落とし、教育達成過程のリアリティに一歩近づいた実証的な把握をすることが、有益
な知見を与えてくれると期待できる。
ここで教育達成過程に即したリアリティという表現によって意図していることは主として 2つあ
る。1つは、最終的な到達学歴ではなく、そこへ至る過程に着目するということである。この課題の
遂行には、教育達成過程を進学や進級等といった移行（transition）の連続ととらえるトランジッショ
ン・モデル（通称Mareモデル）によるアプローチが有効であろう（Mare 1980,1981）。このモデル
による教育達成過程の分析は、国際的に事実上のスタンダードとなっており、Blossfeld and Shavit
（1993）の国際比較など多くの国々のデータに適用されている（Raftery and Hout 1993；荒牧 2004,
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 2006,2007；鹿又 2006など）。
これに対し、ほとんどの者が高校へ進学する現代日本の地位達成において重要なのは、高等教育
学歴の有無に集約されるのではないかという批判もあり得よう。「成熟学歴社会」に突入した日本社
会では、学歴の象徴的価値や社会意識の形成といった面でも、大卒か否かが重要となるとの指摘も
なされる（吉川 2006）。学歴の機能という点からすれば、こうした指摘はもっともである。しかし
ながら、最終的な学歴の達成は、それ以前における移行の積み重ねによってもたらされたものであ
る。したがって、教育不平等の生成メカニズムを理解する目的には、ここで指摘したリアリティに
着目する意義があろう。このメカニズムの理解において有力な説明の 1つと目される、Breen and
 
Goldthorpe（1997）の相対的リスク回避説も、あくまで理論的な側面からだが、同様の枠組みに基
づいて導き出されており、この仮説を実証的に検証しようとする試みも近年盛んに行われている。
他方、現代日本社会で人々が直面する移行は、単に上級学校へ進学するか否か（2肢選択）ではな
く、どういうタイプ・ランクの学校を受験するか（多肢選択）である。この側面からのリアリティ
に迫るには、進学か否か（2項ロジット）の検討に限定されたMareモデルを多項ロジットに拡張し
た多項トランジッション・モデル（Breen and Jonsson 2000）が有効であろう。
本稿では、戦後日本の大衆教育社会（苅谷 1995）における教育達成過程のリアリティに一歩近づ
いた実証的把握を試み、不平等生成メカニズムの理解に新たな知見を加えてみたい。
2.分析視角と分析方法
2.1.脱トラッキング的な階層効果
教育達成過程における多肢選択に関しては、教育社会学者を中心として、高校のタイプ・ランク
による「トラッキング」に関する研究が積み重ねられてきた。トラッキングとは「どのコース（学
校）に入るかによってその後の進路選択の機会と範囲が限定されることを指す」（藤田 1980）が、教
育機会の視点から見たこの概念の重要性は、トラックへの振り分けに家庭背景が強く関連している
ことを考慮している点にあった。1970～80年代に教育選抜研究をリードしてきた学歴社会論に対し
ては、階層不平等を不問に付していた点が主たる限界として指摘されている（苅谷 1995；本田・平
沢 2007）が、トラッキング研究の枠組自体は、その限界を部分的にせよ乗り越えるものであったと
言える。しかし、飯田（2007）による最近のレビューでも指摘されているように、日本でのトラッ
キング研究は、学校の内部過程にウェイトを置いた、脱階層論的な展開を見せてきた。
さらに、トラッキング論自体は、スタート地点において割り振られたトラックが、その後の機会
を一定の幅に制限する機能に関心を寄せた議論であるため、家庭背景の効果を問題にする場合でも、
検討の範囲をスタート地点に留めてしまう傾向があった。つまり、トラッキング論の枠組で問題と
される出身階層の効果は、トラックを経由した間接的な側面に限られた。これは図 1において、aか
ら bの矢印を経由する効果に該当する。
これに対し、直接効果と呼びうる出身階層の影響も当然ある。まず考えられるのが、図 1の矢印
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 cによって表される、トラックに関わらない直接効果である。例えば、上級学校への進学に際しては、
進学校であろうと進学者がほとんどいないような学校であろうと、同じように出身階層の効果があ
るという場合に相当する。この点には早くから注目する研究もあった（秦 1978）が、先の飯田（2007）
の指摘通り、この方面からの検討はその後あまり進展してこなかった。最近になってこの傾向に着
目した研究も現れているが（中西 2000；荒牧 2002など）、データも分析方法も限定的であり、また
トランジッション・モデルの枠組では検討されていない。
ところで Boudon（1973＝1983）が IEOモデルを展開する上で着目したのも、ここで言う直接効
果であったとみなしうる。Boudonのモデルでは、教育機会の不平等が 2重のメカニズム―階層ごと
に学業成績等の分布が異なること（文化的遺産のメカニズム）および成績等が同じでも階層によっ
て進学率が異なること（社会的位置に応じた決定のメカニズム）―によって生じるとされるが、
Boudonの言う第 1のメカニズムとは矢印 aに、第 2のメカニズムは矢印 cに対応すると言えよ
う??。
なお、図中 dの矢印は、トラックによって出身の効果が異なることを表現したものだが、これに
関しては、多項トランジッション・モデルを提案した Breen and Jonsson（2000）が、より困難な／
迂回的な経路を経由するほど、高等教育への移行における出身階層の影響が強く働くこと（以下「迂
回-増幅仮説」と呼ぶ）を指摘している。その理由について、経済面（迂回的な経路ほどコストがか
かるので経済的資源による差が生じる）、階級面（相対的リスク回避説（Breen and Goldthorpe
 
1997））、学歴面（成功確率は親の学歴と強く関連する）の 3側面から説明が試みられているが、い
ずれにせよ、不利な家庭の子どもが大学進学に有利なトラックを目指すしかないのに対し、恵まれ
た家庭では親の力も頼ることができることを意味している（Breen and Jonsson 2000:765）。荒牧
（2006）の分析では、この仮説に適合的な結果は得られていないが、そこでは高等教育機関の質的
差異が考慮されていなかったため、本稿ではこれを考慮した分析を通して、改めて仮説の妥当性を
検討したい。
なお、高校のトラックが成立したのは、高校教育が Trowの言うユニバーサル段階に達した 1960
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図１ 分析枠組
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年代であるとされる（荒牧 1997；中西ほか 1997）ため、本稿の分析対象もこれ以降の「大衆教育
社会」（苅谷 1995）に移行を経験した世代に限定する。この時代においては、人々の関心は神経質
なほどに選抜の公平性に注がれ、その理想に即した制度を適用する努力が払われてきた。その意味
では、日本社会がメリトクラシーの理想に最も近づいた時代であったと期待できる。したがって、
ここでの分析結果は、その理想からの乖離を見定める関心にも適うだろう。
2.2.データと変数
分析には、1995年「社会階層と社会移動全国調査（SSM調査）」のうち、高校の学科や大学等へ
の進学率ランクに関する質問を含んだA票のデータを用いる。ただし前述の通り、分析対象は 1960
年代以降に移行を経験した世代（1946～74年出生）に限定される。
家庭背景要因としては、父親の学歴（教育年数）、父親の職業威信スコア、15歳時資財数??を使用
する。親の学歴については、母学歴の使用も検討したが、これを敢えてモデルに組み入れる積極的
な理由は見出せなかった??。
中学時代の学力には成績の自己申告（5段階）を連続変数として用いた。高校のタイプ・ランクに
ついては、学科と卒業後の進学割合を組み合わせて、「職業科」「普通科低（進学者が「ほとんどい
ない」＋「半数以下」）」「普通科中（進学者が「半数以上」）」「普通科高（進学者が「ほぼ全員」）」の
4分類を作成した。大学の質的差異については、SSMデータを使った過去の試み（近藤 1997；荒牧
2000など）を参考に「Aグループ大学（相対的に歴史が古く社会的評価も高い国公私立の大学群）」??
「Bグループ大学（その他の国公立大学）」「Cグループ大学（その他の私立大学）」の 3区分とした。
ただし、男子は Bグループが女子はAグループが少なかったため、男子は「BC」「A」、女子は「C」
「AB」の 2区分とした。
時代効果については、この間の高校・大学進学率が直線的な増加の後停滞するカーブを描いてい
るため、出生年とその 2乗項を用いた。
2.3.多項トランジッション・モデル
先述したMareモデルとは、教育達成過程に存在する移行毎に、前段階の移行成功者のみを対象と
して、移行の成否に対する階層等の効果を、条件付ロジスティック回帰分析の繰り返し適用により
推定するものである。主な利点は、1)移行毎に出身階層の効果を推定するため、移行過程に沿った
不平等の生成を観察できること、2)教育拡大や階層構造変動などの影響を除去した相対的格差に着
目できること、3)相互作用項も含めた多変量の検討が可能なこと等にある。これに対し Breen and
 
Jonsson（2000）は、2項ロジットの検討に限定されたMareモデルを多項ロジットに拡張した多項ト
ランジッション・モデル（Multinomial Transition Model:以下MTモデル）を提案した。これは、
上記の利点に加え、同一学歴内の質的差異の把握を可能とするものである。本稿では、このアイディ
アを参考に、ここでの関心に即して修正したMTモデルを用いて分析を行う??。
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具体的に着目するのは、中学卒業時および高校卒業時という 2つの移行である。高校トラックが
成立して以降におけるわが国の教育達成過程において、これらの移行が何より重要であると考える
ことには異論もなかろう。国立や私立のいわゆる中高一貫校や高校中退の扱いといった問題もある
が、全国サンプルで幅広い年齢層を対象とした SSM調査のようなデータにおいては、これらを考慮
しないことによる影響は非常に小さいと考えられる??。
中卒時の移行では、「非進学」「職業科」「普通科低」「普通科中」「普通科高」の 5カテゴリーから
なる従属変数に対して、中学時代の成績、階層 3変数、出生年（含む自乗項）により、男女別に推
定を行った。
高卒時の移行では、男子の場合は「非進学」「専修学校・各種学校・短期大学」「BCグループ大学」
「Aグループ大学」の 4カテゴリー、女子の場合は「非進学」「専修学校・各種学校」「短期大学」
「Cグループ大学」「ABグループ大学」の 5カテゴリーというように、男女で従属変数の構成が異
なる。これは、前述の通りケース数の限界がある中で、男女に特徴的な進路オプションをできるだ
け反映できるようカテゴライズしたからである。これらの従属変数に対し、高校トラック（「職業科」
「普通科低」「普通科中」「普通科高」）、階層 3変数、出生年（含む自乗項）を独立変数とし、高校
への進学者のみを対象として推定を行った。
なお、コーホートによる変動を分析する際には、出生年の代わりに出生コーホート（5年区切り）
を用いた。各変数の効果が時代により変化したか否かの検討は、出生コーホートと当該変数との相
互作用項をモデルに追加投入することによって行っている。
3.中卒時移行の分析結果
表 1と表 2は、中卒時移行に関するMTモデルの分析結果を男女別に示したものである。定義上、
多項ロジットモデルの推定値は従属変数のいずれか 1カテゴリーを基準として算出されるが、ここ
では「普通科低」を基準とした結果を示してある。中卒時の移行では、「非進学／進学」「職業科／
普通科」および普通科内での分化が現実的な関心に対応すると考えられるが、「普通科低」を基準に
とることにより、これらを最も効率よく考察できると判断したからである。
ここで注意しなければならないのは、結果として示された推定値自体も、それらが有意か否かの
判断も、あくまで基準カテゴリーとの比較に依拠しているという点である。当然、基準カテゴリー
を変更すれば、「結果の見え方」が大きく変わってしまう。もちろん、表に示されていない任意の 2
カテゴリー間を比較した場合の各変数の効果は、それぞれの値を差し引きすることによって算出可
能であり、例えば表 1において、非進学でなく職業科への進学を促進することに対する父職威信の
効果は、0.02（＝－0.01―（－0.03））となる。とはいえ、すべての値を算出するには手間がかかるう
え、各変数の効果の全体像を把握するのは困難である。したがって、それぞれの進路オプションに
対して各階層変数が持つ効果を折れ線グラフで描いた結果も示した（図 2）。この場合、グラフの傾
きを進路オプション毎に比較することによって、その変数が各進路分化において与える影響の大小
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を視覚的に把握可能となる。ちなみに、グラフの形（傾き）はどのカテゴリーを基準としても変わ
らないので、結果が見やすくなるように、ここでは「非進学」を基準として示した。なお、威信ス
コアの推定値は絶対値が小さく見づらいため、2ポイント単位に変換してある。
表１ 中卒時移行におけるMTモデルの結果（男子)
非進学 職業科 普通中 普通高
父職威信 －.03 －.01 .01 .02
父教育年数 －.16? －.05 .05 .11?
15歳時資財数 －.24? .04 .19 ? .34??
出生年 －.39 .10 .66? .85??
出生年二乗 .00 .00 －.01? －.01??
中 3成績 －.75?? .09 .90?? 1.46??
定数 16.99 －1.44 －24.88?? －35.06??
N＝526 Deviance＝1309.3 McFadden’s R2＝.184 BIC’＝－143.9
??p＜.01 ?p＜.05 ?p＜.10
表２ 中卒時移行におけるMTモデルの結果（女子)
非進学 職業科 普通中 普通高
父職威信 .00 -.03? .00 .01
父教育年数 －.21? －.06 .11? .23??
15歳時資財数 －.28?? .04 .15? .31??
出生年 －.94?? .33 .60? 1.22??
出生年二乗 .01? .00 .00? －.01??
中 3成績 －1.17?? －.06  1.00?? 1.61??
定数 33.78?? －8.41 －24.59 ?? －50.14??
N＝621 Deviance＝1505.8 McFadden’s R2＝.208 BIC’＝－241.0
??p＜.01 ?p＜.05 ?p＜.10
初めに、高校への進学／非進学の分岐について検討しよう。表 1および表 2の「非進学」の欄を
見ると、父親の教育が男子は 10％水準、女子は 1％水準で、資財数は男子が 5％水準、女子が 1％
水準で有意な効果を示している。非進学と普通科低への進学に関する効果をオッズ比で表すと、資
財数が 1つ増えるごとに約 1.3倍（女子：1.32＝exp（.28）、男子：1.27＝exp（.24））、父学歴大卒と
高卒の比較では 2倍前後（女子：2.33＝exp｛.21×（16－12）｝、男子：1.89＝exp（.16））、となる。
これに対し職業科と普通科低の分岐には、家庭背景の影響はほとんどない。「職業科」の欄に示され
た通り、女子の場合に、父親の職業が 5％水準で有意な弱い効果を示すのみである??。
次に普通科内でのトラック分化を見ていこう。表 1と表 2より、男子では資財数、女子では父教
育と資財数が統計的に有意な効果を持っている。さらに、「普通科中」を基準として再計算してみた
ところ、女子の場合には、「普通科中」と「普通科高」の分化にも父教育と資財が 5％水準で有意な
効果を示した（男子では資財のみ 10％水準で有意）。普通科低より普通科中への進学を促進する傾向
をオッズ比に換算すると、女子では父大卒が高卒の約 1.6倍、男子は約 1.2倍、資財数は男女とも約
1.2倍である。普通科中と普通科高の分化でも、これと同程度の影響がある。これは図 2で普通科低
―中―高をつなぐグラフがほぼ直線になっていることからも確認できよう。
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以上を階層変数ごとにまとめると、1）資財数は男女とも大きな影響を持っており、「普通科低／
職業科」以外の分岐において統計的に有意な効果を示す。また、グラフの傾きからもわかるように、
その効果は、高校へ進学するか否かの分岐で強く、普通科内での分化では「普通科低／中」「中／高」
どちらの選択においても同程度の効果となっている。また男女間で差は認められない。2）父親の教
育は、女子で男子の 2倍近い効果が認められた。「普通科低」を基準とした場合、男子では 5％水準
で有意な効果が認められなかったが（「非進学」を基準とすると「普通科中」が 5％水準で「普通科
高」は 1％水準で有意）、女子ではいずれの分化においても有意であった。選択オプションによる効
果の違いはあまりないが、資財数の場合と同様、男女とも進学／非進学の分化における効果が最も
大きい。3）父親の職業威信は、男女とも有意な効果がほとんど認められなかった（ただし、「非進
学」を基準とすると、男子の「普通高」進学に対してのみ、5％水準で有意な効果を示す）。
それでは、以上の結果に、コーホートによる違いは認められるだろうか。2.3節に述べた通り、こ
こでは出生年の代わりに出生コーホートを用い、出生コーホートと各階層変数の相互作用項につい
て検討した。なお、パラメータ数が非常に多くなるので、計算は階層変数ごとに行った。その結果、
局部的に有意となる相互作用項もあったものの、主効果が有意でなかったり、異常に大きな値が示
されるなど、実際の変化をとらえているというより、ケース数の寡少に起因する不適正な推定結果
と考えられた。ちなみに、成績の効果についても同様に検討してみたところ、やはり変動は認めら
れなかった。したがって、この間の急激な教育社会変動にも拘わらず、中卒時移行における不平等
構造は比較的安定したものであったと判断できる。
4.高卒時移行の分析結果
高卒時移行の分析は、2.3節で述べた通り、男子の場合は「非進学」「専修学校・各種学校・短期
大学」「BCグループ大学」「Aグループ大学」の 4カテゴリー、女子の場合は「非進学」「専修学校・
各種学校」「短期大学」「Cグループ大学」「ABグループ大学」の 5カテゴリーというように、男女
図２ 中卒時移行におけるMTモデルの結果（非進学ベース)
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で従属変数が異なっている。なお、高校から大学への移行率でとらえた量的な移行構造が、この間
に大きく変化していないこととも関連していようが、男女とも出生年は有意な効果を持たず、除外
しても他の変数の効果に影響しなかった。したがって、ここでは出生年を除外した結果のみを示し
た。なお、高校トラックは、「普通科低」を基準とするダミー変数として投入している。
4.1.男子の場合
表 3より男子の結果を見ると、従来のトラッキング研究が繰り返し指摘してきたように、この段
階での移行には、いわゆる高校のタイプ・ランクが強力に関与していることが改めて確認できる。
しかしながら、前節で確認したように、それらへの移行自体に出身階層が大きく影響していたにも
かかわらず、この段階の移行にも家庭背景が少なからず関与しているのである。特に BC大学への進
学を見ると、階層 3変数がいずれも統計的に有意な効果を持っている。オッズ比で見ると、父職威
信 10点ごとに約 1.5倍、父学歴大卒は高卒の約 1.6倍、資財数ごとに約 1.2倍の効果がある。ただし
A大学に目を移すと、有意な効果を持つのは父職威信に限られる。つまり、何よりも生徒自身の高
学力が不可欠とされる大学への進学には階層要因の作用する余地が小さい一方、相対的に低い学力
で進学可能な大学には家庭背景が大きく影響していると解釈できる。なお、見方を変えれば、高学
力の求められるA大学進学でも、学力要因を統制した後でさえ、父親の職業が少なからず関与して
いる点は注目すべきであろう。こちらは父職威信 10点ごとに 2倍以上の効果となる。
これらの知見からすれば、一般に入学要件として高い学力を求められない専修・各種学校への進
学でも、家庭背景の影響が認められそうだが、ここでの分析結果は、それを否定している。ここか
ら、相対的に階層の高い家庭では、息子に対し、専修・各種学校よりも大学への進学を促している
ことが示唆される。
次に、迂回-増幅仮説の指摘するような傾向が認められるか否かについて確認しておこう。この仮
説は、先述の通り、大学進学において最も困難な経路をたどる場合に出身階層の効果が強く働くこ
とを主張するものである。ここで、表 3の「職業科ダミー」欄にマイナスの効果が示されている点
からもわかる通り、最も不利な状況は職業科への在籍である。したがって、これと各階層変数との
相互作用項をモデルに追加投入し、統計的に有意な正の効果が認められるか否かを検討すればよい。
その結果、職業科から相対的に威信の低い BC大学への進学に限り、父職業との相互作用項が 5％水
準で有意な効果を示した。
表 4は、父職威信との相互作用項のみを追加投入したモデルにおける、父職威信 10ポイントあた
りの効果を、普通科の場合と職業科の場合に分けてオッズ比で示したものである。欄外に示した適
合度指標を表 3の場合と比較すると、観測データとのズレ（Deviance）は相互作用項を含むことに
よって若干改善されているが、BIC’値は相互作用項を含まないモデルの方がデータへの適合がよい
ことを示している。したがって、この結果はそれほど強く主張できるわけではないが、父親の職業
威信は職業科から BC大学への進学において、特に強く作用していることが見て取れる。図 3の左半
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分は、この相互作用項を含むモデルの結果を図示したものだが、父職のこの効果が突出しているこ
とが明らかであろう。
4.2.女子の場合
次に表 5から女子の結果について検討しよう。まず父親の職業と資財数の効果に着目すると、専
各、短大、C大学としだいに強くなった後、AB大学で低下していることがわかる。出身の効果が、
表３ 高卒時移行におけるMTモデルの結果（男子)
専各短大 BC大学 A大学
父職威信 .03? .04?? .08??
父教育年数 .08 .12? .10
 
15歳時資財数 .12 .19 ? .14
職業科ダミー －.18 －1.43?? －1.83
普通中ダミー 1.17?? 1.35?? 2.34??
普通高ダミー 1.63? 3.32?? 4.77??
定数 －4.46?? －5.19 ?? －8.91??
N＝469  Deviance＝827.8 McFadden’s R2＝.266 BIC’＝－188.5
??p＜.01 ?p＜.05 ?p＜.10
表４ 高卒時移行における迂回－増幅仮説の検討（男子)
専各短大 BC大学 A大学
父職威信（普通科） 1.26  1.28  1.98
父職威信（職業科） 2.35  5.75  2.20
 
N＝469  Deviance＝822.4 McFadden’s R2＝.270 BIC’＝－175.4
値は 10ポイント単位の効果をオッズ比で表したもの
図３ 高卒時移行におけるMTモデルの結果（非進学ベース)
注）男子は父職威信と高校学科との、女子は父教育年数と高校ランクとの相互作用項を含む。男子
の父職では実線が「普通科」で破線が「職業科」、女子の父教育では実線が「中高ランク校」で
破線が「低ランク校」を表す。
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このようにいわば山型に変化する様子は、グラフ（図 3）に表すと理解しやすい。このうち、短大と
C大学に対する効果は、いずれの場合も 1％水準で統計的に有意となっている。C大学進学に対す
る効果をオッズ比に直すと、父職威信 10点ごとに約 2倍、資財 1つごとに約 1.6倍となる。他方、
AB大学に対する効果は、かろうじて父職が 10％水準で有意な効果を持つのみである。ここから、男
子の場合と同様、相対的に低い学力によって進学可能な大学において、階層の直接的な影響が強く
働く傾向が指摘できよう。
ただし専各の欄を見ると、男子の場合とは異なり、資財数が 1％水準で有意な効果（オッズ比で
約 1.2倍）を持つ一方、高校トラックの効果があまりないことがわかる。女子の場合には、専各への
進学は家計のゆとりと大きく関連していることが示唆される。
最後に、迂回-増幅仮説に適合的な傾向が認められるかも検討しておこう。なお、表 5に示された
ように、女子の場合は職業科と普通科低の効果に有意な違いは認められないので、これら 2つを合
併した「低ランク」校を不利な状況と設定し、これと階層変数との相互作用項を検討した。その結
果、低ランク校から相対的に威信の低い C大学への進学において、父親の教育のみが 5％水準で有
意な効果を示した。表 6は、有意な効果の認められた父教育年数との相互作用項のみを追加投入し
たモデルにおける、父学歴（大卒／高卒）の効果を、高校ランク別にオッズ比で示したものである。
父親の学歴が、特に低ランク校から C大学への進学を、大幅に引き上げる効果があることがわかる。
これは図 3を見ても明らかである。
5.まとめと考察
本稿では、多項トランジッション・モデルと呼ばれる計量モデルを用い、教育達成過程における
表５ 高卒時移行におけるMTモデルの結果（女子)
専各 短大 C大学 AB大学
父職威信 .01 .04?? .08?? .04?
父教育年数 －.05 .03 .04 .19 ?
15歳時資財数 .20?? .31?? .46?? .05
職業科ダミー －.35 －.45 .36 －.75
普通中ダミー .62? 1.35?? 2.07?? 1.71?
普通高ダミー .80? 2.17?? 3.49 ?? 3.62??
定数 －2.51?? -6.43?? －11.73?? －7.97??
N＝569  Deviance＝1239.2 McFadden’s R2＝.196 BIC’＝－149.1
??p＜.01 ?p＜.05 ?p＜.10
表６ 高卒時移行における迂回-増幅仮説の検討（女子)
専各 短大 C大学 AB大学
父教育年数（中高ランク） .93 .93 .87  1.82
父教育年数（低ランク） .71  1.55  3.14  2.92
 
N＝569  Deviance＝1235.2 McFadden’s R2＝.198 BIC’＝－153.1
値は高卒に対する大卒の効果をオッズ比で表したもの
244 荒 牧 草 平
移行段階と選択肢（学校タイプ・ランク）の違いに注視して、階層間格差の様相を詳しく検討して
きた。その結果、従来の研究では必ずしも明示されてこなかった知見も導き出された。紙幅の限り
があるため、すべての分析結果を繰り返し述べることはしないが、いくつかの興味深い点を取り上
げ若干の考察を加えてみたい。
分析対象となった世代が移行を経験した時代は、選抜の公正性に神経質なほどの配慮がなされた
時代であった。その関心が選抜方法の技術的な公平性に限定され、社会的な不公正の是正が 外に
置かれてきた（苅谷 1995）とはいえ、生徒の学力要因をコントロールした上でも、家庭背景がそれ
ぞれの移行に直接的な効果を持つことが確認されたという分析結果は、はじめに明言しておく必要
があろう??。また、格差構造の安定性が見出された点は、従来から繰り返し確認されてきたことでは
あるが、移行段階や選択肢の違いを詳細に検討しても認められたという意味では、改めて指摘して
おく価値があろう。とはいえ、本稿の主たる特徴は、以下に述べるように、その効果が移行段階や
進路の種類、および性別によって異なることを実証的に明らかにした点にある。
何より興味深いのは、男女とも、高卒時の移行に関して、迂回―増幅仮説に適合的な結果が得ら
れた点である。Breen and Jonsson（2000）が述べたように、階層的に不利な地位にある者は選抜制
度（トラッキング・システム）の枠内で努力するしかないのに対し、恵まれた家庭背景にある者は、
選抜制度上の不利（低トラックへの配置）を挽回する機会を多く持つのである。こうした状況がな
ぜ生じたのかについて、本稿の分析から確定的なことは言えないが、これが父親の職業（男子）と
学歴（女子）にのみ認められた点からは、Breenらが指摘した要因のうち、少なくとも経済的な側面
は妥当しないことを示唆する。
これに加えて注目すべきなのは、大学進学における家庭背景の効果に一定の限界が認められた点
である。迂回-増幅仮説に適合的な結果が認められたのは、相対的に威信の低い大学への進学に限ら
れていたし、男子の父教育と資財数、女子の父職と資財数は、いずれも威信の高い大学への進学に
対して、有意な効果を持たなかった。その意味では、従来のトラッキング研究が繰り返し指摘して
きたように、大衆教育社会におけるわが国の高卒時移行においては、高校トラックが強力な水路づ
け機能を果たしていることが確認されたことになる。ただし、男子の父職と女子の父学歴は、選抜
制度上の位置づけから予想される以上に、威信の高い大学への進学を促進する傾向が確認された点
も、改めて強調しておくべきであろう。
ところで、社会学における教育達成の研究では、経済的な要因に関する分析の積み重ねがやや少
ない傾向にあった。その意味では、本稿の分析において、15歳時資財数が相対的に強い影響力を持
つことが示された点は注目に値するであろう。中卒時移行では男女ともに、高卒時の移行ではとり
わけ女子の場合に強い効果を示した。ただし、すぐ上で述べたように、父親の学歴や職業には、威
信の高い大学への進学を促進する効果も認められたのに対し、資財数はそうした効果を持たなかっ
た。ここからは、一部の論者が懸念するほど、経済力の影響が決定的ではないことも同時に指摘で
きる。経済力の効果は、条件（学力）が整わなくとも無理に引き上げる（進学させる）というより
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も、条件が整った場合に、それをサポートする（あるいは条件が整っても経済力がないと進学でき
ない）点にあるとの解釈が妥当しよう。
最後に男女の違いについて述べておこう。尾嶋（2002）は、進学率の上昇に伴って女子にも男子
と同様の「成績原理」が浸透してきたと報告している。この主張に対し、少なくとも本稿の対象と
なった時代（世代）においては、以下のような留保がつく。確かに、移行における成績の効果に着
目すると、中卒時移行で男女に同程度の効果が確認された点は、尾嶋の指摘に適合的である??。しか
しながら、他方、出身階層の効果に着目すると、父親の教育年数において、女子は男子の 2倍程度
の効果を持つことも同時に示された。高卒時移行でも、男子より女子で、「階層原理」（特に経済的
要因）が強く作用していた。以上の結果は、もちろん、女子の教育達成過程における成績の重要性
が、より以前の時代（世代）と比べて高まってきたとする尾嶋（2002）の主張を否定するものでは
ないが、男女の間には、指摘したような差異が未だ残されているのである。なお、男子の場合は専
修・各種学校進学に階層が影響せず、むしろ大学進学を促進する傾向が認められた一方、女子では
専修・各種学校進学に経済要因が強く働いていたのも興味深い点と言えよう。
以上に示された本稿の結果は、当然のことながら、データや分析方法に依存する。しかしながら、
新たなデータや分析方法による再検討に値するような、興味深い知見をいくつか提示できたように
思う。これらを改めて確認しつつ、不平等生成メカニズムの理解に貢献していくことを今後の課題
としたい。
注
1)ここには次の矢印 dで表される効果を含めてもよいかもしれない。
2)持家、テレビ、別荘など 14種類の資財について、15歳当時に家庭で保有していたと回答した数。
3)父母学歴両方、両者の合算、いずれか高い方、父学歴との入れ替え、の 4パターンに該当するモデルを検討した。
その結果、中卒時移行における女子の場合に限り、父母学歴を合算したモデルが父学歴単独モデルに比して適合度
を大幅に改善する結果（BIC’値にして 20ポイント以上）が得られた。しかしながら、パラメータの推定値自体には
大きな違いが認められなかった。他方、男子や高卒時移行の場合には、父母学歴合算モデルとの間に適合度の違い
は認められなかった（BIC’値にして僅か 1～ 3ポイントの差）。母学歴も投入すると無回答者の増加によりケース数
が減少することも考慮し、ここでは父学歴のみを使用することとした。
4)旧七帝大・千葉・東京工業・一橋・筑波・東京外国語・横浜国立・金沢・大阪外国語・神戸・岡山・広島・熊本・
東京都立・横浜市立・名古屋市立・京都府立・大阪市立・大阪府立・神戸市外国語の国公立大学、早稲田・慶応・
立教・上智・青山学院・国際基督教・学習院・関西学院・関西・同志社・立命館の私立大学、および医療系単科大
学。
5)スウェーデンのデータを用いた Breen and Jonsson（2000）のオリジナル・モデル（および分析手順）では、ト
ラック間の移動を含めた経路効果を分析の主眼においているが、これはわが国の実情には合わない。
6) 1995年 SSMデータでは中高一貫校の在学者を弁別できないが、絶対数が少ないため、結果に大きく影響すると
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は考えにくい。他方、トランジッション・モデルを忠実に行うのであれば、高校を中退するか／卒業するかの移行
も取り上げるべきであるが、Mareの対象としたアメリカ社会とは異なり、わが国では高校進学者のほとんどが卒業
しているため意味のある分析とはならない。ちなみに敢えて高校中退／卒業のロジットモデルを推定しても、有意
な変数が見出されなかった。この結果は高校中退に出身階層や高校トラックの影響がないことを意味するが、SSM
調査のような規模の全国サンプルのデータによって、この結論を強く主張することはできないだろう。
7)これは職業科の位置づけが男女で異なることを反映している可能性がある。統計的に有意ではないものの、男子
では普通科低より職業科で成績の効果が若干高く、女子では逆の傾向が認められる。相対的に階層の高い家庭では、
男子に対しては普通科低より職業科の位置づけを若干高く見積もり、女子では逆の判断がなされているのかもしれ
ない。
8)中学時代の成績をコントロールしても家庭背景の影響が認められた点については、これが回顧成績である点に注
意が必要であろう。ただし、回顧成績が現実の結果に合わせて偏るとすれば、成績の効果は過大に推定されている
ことになる。したがって、仮にこうした偏りを除外可能であったとしても、ここでの分析結果が強められることは
あっても否定されることはないだろう。もちろん、逆の傾向が予想されるのであれば、こうした推論は誤りとなる。
一方、高校のタイプ・ランクについては、より正確な回答が得られていると期待できよう。
9 )第 3節に示した男女別の分析からこのように判断するのは厳密に言うと誤りである。しかし、男女のデータを合
併し、成績の効果に関する男女差の有無を検定可能なモデルを検討したところ、やはり成績の効果には性別による
違いが認められないという結果が得られた。
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